
















こうした背景を元に、国土交通省においては平成 17 年 5 月に、有識者から構成される「観
光統計の整備に関する検討懇談会」を設置して、観光統計の整備に本格的に取り組むこと


























握するための統計手法である TSA(Tourism Satellite Account)について、WTO(World 
Tourism Organization 現：UNWTO)が「TSA Methodological Reference」（TSA マニュ
アル）を作成し、これが国連において世界標準の TSA 作成方式として採用された。この動
きを受け、我が国においては平成 12 年度、平成 13 年度、平成 14 年度の 3 か年にわたり「旅
行・観光産業の経済効果に関する調査研究」（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）を実施し、TSA 導入の検討及び
わが国の旅行・観光消費の経済効果についての研究を実施することとなった。この調査研
究結果を踏まえ、平成 15 年度に、TSA に基づいた推計に関する調査手法の妥当性の検証を
行うと共に、旅行消費額がもたらす経済効果の推計を目的として承認統計としての「旅行・
観光消費動向調査」が実施されることとなった。 











この調査結果を元に、平成 21 年からは TSA の本格導入が開始された。具体的には、平
成 16～平成 21 年分の TSA を作成すると共に、調査対象者を全年齢の延べ 18000 人に拡大
を行った。また、この時点から推計期間を年度から暦年に切り替えた。 
更に、平成 22 年からは、調査対象者数を延べ 50000 人にまで拡大を行い、統計量の公表
を四半期毎に行うこととした。なお、この調査は、対象者 25000 人を 2 つのグループに分
けて、1 年に 2 回、同一対象者に調査票を送付するという方式で実施している。この 2 つの
グループは四半期分ずらして実査を行うため、結果として四半期につき 12500 人、年間実















2 月に宿泊旅行統計調査の第一次予備調査が、秋田・千葉・大分の 2881 施設を対象に行わ
れた。 同年 6 月には、「観光統計の整備に関する検討懇談会宿泊旅行統計分科会」が設置
され、同月から 8 月にかけて、宿泊旅行統計調査第二次予備調査が、全国約 15000 施設に
対して実施された。 
これら、一連の予備調査を経て、平成 19 年 1 月から宿泊旅行統計の調査が本格的に実施
された。この調査は、全国の従業員数 10 人以上のホテル、旅館、簡易宿所等の宿泊施設に
対して、自計式の郵送調査を行うという形式で実施することとなった。なお、標本抽出は
悉皆である。統計量の公表に関しては、平成 20 年 1 月から宿泊施設タイプ別並びに、実宿
泊者数の公表を行い、平成 21 年 1 月には客室稼働率の公表と順次その範囲を拡大した。 
平成 22 年には、従業員数 10 人未満の施設に対しても調査を実施することとなった。た
だし、これらの施設に関しては、従業員数 5～9 人の施設は 3 分の 1 抽出、従業員 4 人以下

















平成 21 年 3 月に観光立国推進戦略会議において、訪日外国人 2000 万人時代の実現につ
いて、国家成長戦略として位置付けられた。こうした流れを受けて訪日外国人消費動向調








































平成 24 年 9 月には、総務省より観光地域経済調査の本格調査に関する一般統計としての
承認がなされ、同月から本調査が実施された。 
本調査は、全国 904 地域を対象に実施されている。これは、全国を 1.歴史・文化系の観
光地点があり、買い物等で誘引する観光地点がある地域、2.歴史・文化系の観光地点がある
地域、3.スポーツ・レクリエーション系の観光地点がある地域、4.その他の観光地点がある
地域、5.観光地点がない地域の 5 つの地域に分類し、そのうち 1～4 の地域を無作為抽出し
たものである。対象事業者数は約 10 万事業所であり、地域内における観光産業事業所が、











回目の調査に関しては、さしあたり 1 回限りの調査として承認されている。 
本調査は、平成 25 年 2 月時点において、実査・集計中である。今後、平成 25 年度に観
光地域経済調査のデータのみを集計・分析して公表、平成 26 年度に経済センサスのデータ



















こうして平成 22 年 4 月から、「共通基準に基づく観光入込客統計」が本格稼働すること
となった。当初から本調査を導入したのは、39 都道府県であり、順次平成 22 年 10 月に佐
賀県、平成 23 年 1 月より秋田県、茨城県、栃木県、埼玉県、長崎県が導入した。平成 25
年 2 月現在導入していないのは福岡県、大阪府であり、未導入理由は財政的な事情による。































































































実施主体 観光庁 観光庁 観光庁 観光庁
都道府県
（観光庁で取り纏め）
調査方法 郵送調査 郵送調査 対面調査 郵送調査
調査周期 毎四半期 毎四半期 毎四半期 ５年（予定） 毎四半期
サンプル
数
約2万
年間２万５０００人に２回
聴取（延べ５万人）
四半期毎に約６５００人
（年間約２万６０００人
約１０万事業所
パラメータ調査の場合
は、１都道府県につき１０
カ所以上の観光地点で
各地点につき３００人
サンプリン
グ方式
従業員数10人以上の施
設は悉皆、５～９人の施
設は、３分の１、４人以下
の施設は９分の１の抽出
住民基本台帳を利用した
層化二段抽出
事前割付に基づいた無
作為抽出
地域を無作為抽出し、更
に事業者を無作為抽出
観光地点における延べ
人数は、悉皆調査、パラ
メータ調査は、任意抽出
した観光地点で対象者を
無作為抽出
調査対象
全国のホテル、旅館、簡
易宿所、保養所等の宿
泊施設
住民基本台帳から無作
為抽出した日本国民
１１空海港ＣＩＱ内の出国
する外国人（日本在住
者・長期滞在者除く）
全国の観光関連産業事
業所
観光地点並びに観光地
点を訪問した観光客
